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出典:原子力規制委員会 原子力災害対策指針（２０１２年１０月３１日）より作成

◆原子力災害対策重点区域（原子力発電所の場合）

緊急時防護措置を準備する区域
（ＵＰＺ：Ｕｒｇｅｎｔ Ｐｒｏｔｅｃｔｉｖｅ ａｃｔｉｏｎ 
　pｌａｎｎｉｎｇ Ｚｏｎｅ）
緊急事態において、放射線によるがんなどの確率的影
響のリスクを最小限に抑えるため、屋内退避、避難や
安定ヨウ素剤の服用などの防護措置を準備する区域。

予防的防護措置を準備する区域
（ＰＡＺ：Ｐｒｅｃａｕｔｉｏｎａｒｙ 　
　Ａｃｔｉｏｎ Ｚｏｎｅ）
急速に進展する事故においても、放射線による確定
的影響を回避するため、放射性物質が環境へ放出
される前の初期の段階に応じて、避難や安定ヨウ素
剤の服用などの予防的防護措置を準備する区域。
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福島第一原子力発電所の事故に関連して報道される、さまざまなニュース。
ＷＥＢサイト「東京電力㈱・福島第一原子力発電所事故」では、ニュースの背景や理解を深める補足的な情報を、その時々のトピックスに合わせて解説しています。

ニュースがわかる！ トピックス

原子力防災体制は、強化されているの？
　福島第一原子力発電所の事故の経験と教訓を踏まえ、原子力災害対策特別措置法などの関連法案
が改正され、内閣総理大臣を議長とする「原子力防災会議」が平時から常設されるなど、原子力防災に
取り組む体制が構築されました。
　原子力災害特別措置法では、原子力規制委員会が「原子力災害対策指針」を策定することとされ、
同委員会は原子力安全委員会が策定していた旧指針を見直すとともに、福島事故後の新たな知見など
を取り入れて、平成２４年１０月３１日に新たな「原子力災害対策指針」を策定し、その後も必要に応じて
改訂を行っています。
　また、原子力災害特別措置法により、国や地方公共団体、事業者は「原子力災害対策指針」に基づ
いて防災計画を作成し、原子力災害対策重点区域に設定された都道府県や市町村は地域防災計画の
中で広域避難計画を作成し、防災資材を整備することとされています。この地域防災計画を策定す
る必要のある地域は２１道府県、１３５市町村あります。このうち平成２６年７月時点では２１道府県、
１２３市町村が策定を終えています。
　このほかにも、「原子力災害対策指針」では、「被ばく医療体制」や「安定ヨウ素剤の予防服用」、

「緊急時モニタリング」、「住民などへの情報提供」、「オフサイトセンターの整備」などについて、
事前に行っておくべき対策と、緊急時に実施すべき対策をまとめています。これらを受け、緊急時に原
子力災害対策を講じる拠点となるオフサイトセンターを発電所の５～３０ｋｍ圏内に設置したり、既設
のオフサイトセンターを移転・整備するなどの対応が進められています。

（本トピックス掲載日：平成26年9月29日）


